
具
体
的
取
組

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

16,080

15,512

②

15

Ⅲ

②社会参加の推進

(15) 高齢者福祉の充実

Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち

担当課

10

05

15

01 一般会計

目

項

款

会計

民生費

老人福祉費

社会福祉費

シルバー人材センター補助事業

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

18,080

17,180

17,080

17,080

0

0

0

0

決算額

計画額

67,097

18,080

18,080

16,325

16,080

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

一般財源

35,160

51,240

事業費計

35,160

51,240

67,097

18,080

18,080

財源内訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

18,080

17,180

17,080

17,080

16,3250

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

15,512

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

長寿障害福祉課 記入日 平成29年7月10日

0.1 0.0

0.1 0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

高齢者が生きがいを持って充実した
生活を送れるよう就業機会を確保し
提供する事業である。

一般（民間）企業との兼ね合いもあ
り、新規事業の開拓がままならず、事
業運営にあたり更なる軽費節減を図
り、経営努力を図った。

高齢者が生きがいを持って就業機会
を確保するために、事業運営におい
ては、適正就業による請負と派遣事
業の強化を図った。

継続雇用制度等による高年齢者の安定した雇用の確保の促
進、高年齢者等の雇用の促進、定年退職者に対する就業の
機会の確保等の措置を総合的に講じ、もって高年齢者の職業
の安定、その他福祉の増進を図るとともに、経済及び社会の
発展に寄与することを目的とする。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施する。

健康で働く意欲のある高齢者にとって、シルバー人材センター
は経験や能力を活かせる大切な職場であり、昨今の経済情勢
や一般企業との兼ね合いもあり、新規事業等困難な課題もあ
るが、社会環境の変化に応じたサービスの対象や内容につい
て改善を図り対応し実施した。

事業内容

0



⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

／25点

4

285,000

4

点

点

4

4 点

4 点

4 点

4 点

／25点

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

件

実績値

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

活
動
指
標

成
果
指
標

5,600

5,470

650

594

285,000

285,292

シルバー人材センターにおける契約件数

シルバー人材センターにおける会員数

シルバー人材センターにおける契約金額

計画値

計画値

実績値

H28H27指標名

受注件数

会員数

受注金額

今
後
の
方
向
性

評
価

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

5,600

5,193

650

計画値

実績値

285,000

計画値

実績値

計画値

実績値

5,600

H30

計画値

実績値

計画値

5,600

650

計画値

実績値

計画値 650

方
向
性

理
由

・事業所や家庭から高齢者に適した仕事の注文を受け、就業意欲のある登録会員に経験や希
望にあった仕事を紹介できることで、高齢者に就業を通じた社会参加を推進できるようシルバー
人材センターと連携しながら高齢者が生きがいを持って生活できるよう連絡調整を図っていきた
い。

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

就業機会の確保や技術研修など、高齢者の豊な経験と能力を生かした働く環境づくりを行って
いるため、今後も継続が必要な事業である。受注件数、会員数、受注金額が減少しているた
め、さぬき市シルバー人材センターと連携しながら改善に努めたい。

点 4 点

4 点

二次評価（所属長）

計画値

実績値

実績値

計画値

⇒

569

285,000

280,531

計画値

20 点 20 点

チェック項目（１～５点で評価）

人

千円

4 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



当初予算額

計画額 5,050 0

決算額

267,000

当初予算額 8,856 0 47,653 216,308H29

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：173,545千
円
各保育所運営経費：72,065千円

計画額 5,050 0

272,817

決算額

50,000 211,950 267,000

29.9 65.2当初予算額 9,665 0 50,049 213,508H28

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：173,608千
円
各保育所運営経費：66,929千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。また、29年度に向け
て保育時間や延長保育の見直しにつ
いて協議を行った。

計画額 5,040 0

273,222

決算額 11,129 0 33,529 195,879 240,537

50,000 211,950 266,990

266,236

28.8 54.2

0 74,438 375,528 468,680

決算額 7,585 0 40,909 179,649 228,143

当初予算額 5,040 0 50,322 210,874 266,236H27

具
体
的
取
組

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行った。
子育て支援課所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千円
各保育所運営経費：91,236千円

臨時保育士等の任用を行い、公立保
育所運営に必要な事務や研修への
参加を促進した。

計画額 5,040

0 200,322 846,724

0 50,322 210,874

50,000 211,950

H30

臨時職員の任用、嘱託医の委嘱及び職員の研修等を行う。
幼保連携推進室所管分（臨時職員賃金等人件費）：175,000千
円
各保育所運営経費：92,000千円

1,067,226

― ―0 148,024 640,690 812,275
H27

|
H30

事
業
概
要

保育所運営事業は、「児童福祉法」に基づき、公立保育所の
円滑な運営を行うため、保育に必要な事務を行うものである。

公立保育所の運営に関し、保育に必
要な事務を行う。

計画額 20,180

当初予算額 23,561

決算額 18,714

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ④ ④子育て支援サービスの充実 目 15 公立保育所費

基本施策 14 (14) 子育て支援の充実 項 10 児童福祉費

基本目標 Ⅲ Ⅲ健全な心身と思いやりを育むまち 款 15 民生費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 保育所運営事業 担当課
子育て支援課幼保連携推
進室

記入日 平成29年7月7日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 4

理
由

 新規参入の民間施設建設も予定されており、子どもの数も減少傾向にはあるが、入所児童の
低年齢化により保育室や保育士の確保が困難なため、継続して保育の実施を行う必要がある。

　子どもの人口は年々減少傾向にあるものの、保育所における入所率はやや増加傾向にある。
特に、低年齢児からのニーズが高いことや年度途中での入所も多いことから、保育士の確保に
苦慮している状況にある。今後、各地域毎のニーズを把握し、保育所のみならず、幼稚園、認定
こども園のあり方について、民間活力も含めて方向性を見出していく必要がある。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 3 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

18 点

5 点

19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

455 計画値 455 計画値 455

実績値 415 実績値 398 実績値 実績値
成
果
指
標

入所児童数 公立保育所入所児童数（実人数）の合計

人
計画値 455 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

計画値 455

実績値 455 実績値 455 実績値 実績値

実績値

定員数 公立保育所定員数

人
計画値 455 計画値 455

実績値 6 実績値 6 実績値

施設数 公立保育所設置数

箇所
計画値 6

計画値 455

6 計画値 6 計画値 6

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額 0 8,5717,5710 1,000

当初予算額 0 0 2,000 7,463

0 0

9,463

計画額

決算額

1,000 7,571 8,571

0.0当初予算額 0 0 1,000 7,470

0 0

8,470

計画額

決算額

0.7

11,346

1,000 7,514 8,514

0 0 4,457 6,889

0.0

0 5,377 13,908 19,285

0 920 7,019 7,939

0 1,000 7,154 8,154

―

0 4,000 29,810計画額 0

当初予算額 0
H27

|
H30

8,154

0.7

0 1,000 7,154

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

33,810

―0 4,000 22,087 26,087

H28

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全
運転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業○交通
安全啓発のための電光掲示板設置事業に対する助成（長尾
交通安全協会）

○さぬき警察署等関係機関と連携
し、子供や高齢者を対象とした交通
安全教室や交通キャンペーンを実施
した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

事
業
概
要

交通指導員による街頭交通指導や交通安全キャンペーン、子
どもや高齢者の自転車教室の開催等、各種交通安全活動を
行い、交通事故防止を図る。また、高齢者の交通事故抑止策
として、65歳以上の運転免許証自主返納者に対して商品券等
を交付する支援を行う。

市民に交通ルールの遵守と交通マ
ナーを習慣づけることにより、安全安
心なまちづくりを目指す事業である。

H27

具
体
的
取
組

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全
運転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

○さぬき警察署等関係機関と連携
し、子供や高齢者を対象とした交通
安全教室や交通キャンペーンを実施
した。
○重大な事故発生時は、注意喚起の
音声告知放送を行った。

H30

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全
運転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

H29

○交通指導員活動事業○交通安全ポスター募集等事業○交
通安全啓発事業（用品配布・キャンペーン・パレート・ちらし）○
活動団体等支援（こじかクラブ・母の会・交通安全協会・安全
運転管理者協議会）○運転免許証自主返納支援事業

財源内訳
事業費計

款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

事業費（千円）

交通安全対策費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 交通安全推進事業 担当課 生活環境課 記入日

地方債 その他 一般財源

55

基本施策 9 (9) 生活安全対策の推進 項 05

担当職員数(人）

主要施策 ② ②交通安全対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

平成29年7月6日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総務管理費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

○人身事故発生件数は減少したものの、死亡事故件数は増加しているため、警察や各活動団
体と連携して交通安全推進に取り組む。
　【死亡事故件数】
　　平成２７年（１月～１２月）　１件
　　平成２８年（１月～１２月）　６件
○さぬき市高齢者自主返納事業について、申請者が増加しているため、拡充する必要がある。
　【申請者数】
　　平成２７年度（４～３月）　　９８名（予算１，０００千円）
　　平成２８年度（４～３月）　１４１名（予算１，５００千円）
　　平成２９年度（４～６月）　　７７名（予算２，０００千円）　※３か月で予算の３８．５％を支出

市民が交通事故に遭わず、安全で安心な生活ができるように、警察、各種団体と連携を図り、
交通安全対策を実施する。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 5 点

なっていない

点 ／25点
必要がある

点 5

⇒

実績値

計画値 計画値

5

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

5 点

点

点

⇒ なっている

25

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

5 点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点

必要性低い

優先度高い

25

5

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

実績値 実績値 実績値

実績値 実績値 実績値

342 実績値 274 実績値

実績値

380 計画値

実績値

370 計画値 360 計画値

計画値計画値

成
果
指
標

人身事故発生件数（暦年） 市内における交通人身事故発生件数(警察の統計に
基づく数値であるため暦年となる)
各種啓発活動や環境整備により、交通事故件数が減
少すると考えられる

計画値 計画値

活
動
指
標

件
計画値 350

実績値

31 実績値 34 実績値

計画値 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 60

H28 H29 H30単位 H27

60 計画値 60計画値
交通指導員出動回数 交通教室・交通キャンペーン等に交通指導員が参加

する件数
件

計画値 60

実績値実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 市税収納・徴収事業 担当課 税務課 記入日 平成29年6月29日

基本施策 34 (34) 歳入の確保 項 10 徴税費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ② ②市税の適正な賦課と徴収体制の強化 目 10 賦課徴収費

59,540

― ―0 3,600 24,749 40,189
H27

|
H30

事
業
概
要

市税の収納及び徴収 公平な税負担と税収確保
計画額 28,840

当初予算額 11,840

決算額 10,797

H27

具
体
的
取
組

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図った。現年課税分の滞納については、電話催告
を行うなど、早期に対応した。また、滞納管理システムの機能
を十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、
引き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進
機構との共同徴収を実施した。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

計画額 11,840

0 4,800 25,900

0 1,200 0

1,200 3,800

H30

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

13,040

4.0 1.0

0 2,433 11,331 24,561

決算額 10,797 0 1,221 0 12,018

当初予算額 11,840 0 1,200 0 13,040

4.9 1.0当初予算額 0 0 1,200 12,683H28

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

より効率的、効果的な徴収を図るた
め、預金、保険、給与等の差押えによ
る滞納処分主体の徴収を実施した。

計画額 0 0

13,883

決算額 0 0 1,212 11,331 12,543

1,200 14,300 15,500

当初予算額 0 0 1,200 12,066H29

市税の収納管理及び滞納処分の強化により、公平な税負担と
税収確保を図る。現年課税分の滞納については、電話催告を
行うなど、早期に対応する。また、滞納管理システムの機能を
十分に活用し、効率的・効果的に滞納処分を行うとともに、引
き続き大川広域行政組合への移管及び香川滞納整理推進機
構との共同徴収を実施する。

計画額 6,500 0

13,266

決算額

1,200 7,800 15,500

当初予算額

計画額 10,500 0

決算額

15,500



50 計画値 50 計画値 50

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値

実態調査件数 滞納者の相続調査・財産調査を行った件数

件
計画値 3,000 計画値 3,000

実績値 75 実績値 155 実績値

差押件数 給与・預金・保険等の差押えを行った件数

件
計画値 50

計画値 3,000 計画値 3,000

実績値 8,757 実績値 5,554 実績値 実績値

成
果
指
標

市税の滞納繰越分の収納
率

年度末における滞納繰越分の徴収
収納額／調定額×100
（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保
険税の合計）

％
計画値 22.8 計画値

活
動
指
標

市税の現年課税分の収納
率

徴収率＝収納額／調定額
（市民税、固定資産税、軽自動車税及び国民健康保
険税の合計）

％
計画値 97.7 計画値

計画値

22.9 計画値 23.0 計画値 23.1

実績値 27.3 実績値 32.0 実績値 実績値

97.7 計画値 97.8 計画値 97.8

実績値 98.1 実績値 98.2 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

20 点

4 点

20
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 ／25点 4

理
由

年金・医療などの社会保障や福祉・水道・道路などの社会資本整備、教育・消防等の公的サー
ビスは私たちの暮らしに欠かせないものである。このような公的サービスを実施するためにも財
源の確保は重要である。また、９割以上の納税者の方が納期内に納付しており、大多数の納税
者を裏切らないためにも、滞納整理を強化し租税負担の公平性の確保に努めることが必要であ
る。そのためには、大川広域行政組合や香川滞納整理推進機構と連携し早期解消に努めると
ともに、研修会への積極的な参加等で職員のスキルアップを図っていく。

年金・医療などの社会保障や福祉・水道・道路などの社会資本整備、教育・消防等の公的サー
ビスは私たちの暮らしに欠かせないものである。このような公的サービスを実施するためにも財
源の確保は重要である。また、９割以上の納税者の方が納期内に納付しており、大多数の納税
者を裏切らないためにも、滞納整理を強化し租税負担の公平性の確保に努めることが必要であ
る。そのためには、大川広域行政組合や香川滞納整理推進機構と連携し早期解消に努めると
ともに、研修会への積極的な参加等で職員のスキルアップを図っていく。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

住宅費

基本目標 Ⅱ Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 住宅管理事業 担当課 都市計画課 記入日

地方債 その他 一般財源

05

基本施策 12 (12) 住環境の整備と都市計画の推進 項 30

担当職員数(人）

主要施策 ① ①良好な住環境の提供と支援

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

平成29年7月10日

財源内訳
事業費計

款 40 土木費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

事業費（千円）

住宅管理費

H28

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するほか、適正に維持管理を行った。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、鵜部団地（Ｃ
棟）・神前団地（Ａ棟）の外壁改修工事及び改良住宅新町団地
（蓮住寺側）の耐震補強・外壁改修工事を実施した。さらに、吉
見団地４戸を除却した。

退去時の修繕に関し、複数件数を一
括して発注するなど、効率的で経済
的な維持管理を行った。
国庫補助金の要望額に対する配分
額の減少の影響により、長寿命化計
画に遅れが生じている。

事
業
概
要

住宅に困窮する低所得者に対して、健康で文化的な生活を営
むことができる住宅を整備することにより、生活の安定と社会
福祉の増進のため、市営住宅を適正に管理する。

健康で文化的な生活を営むに足りる
住宅を整備し、住宅に困窮する低額
所得者に対して低廉な家賃で賃貸
し、又は転貸することにより、市民生
活の安定と社会福祉の増進に寄与す
る。

H27

具
体
的
取
組

○市営住宅の管理については、必要に応じて修繕を行い、適
正に管理し、老朽化の激しい空き家住宅について除却した。
○安全で安心して生活ができるよう、「さぬき市市営住宅長寿
命化計画」に基づき、鵜部団地の外壁改修工事のほか、上辛
立団地４戸、公文明団地６戸の老朽化対策工事及び仁兵谷団
地の法面等工事を実施した。

老朽化により問題のある市営住宅を
５戸除却し、老朽化等による修繕を実
施した。また、鵜部団地の外壁改修
工事、上辛立団地老朽化対策工事及
び仁兵谷団地の法面等工事を実施し
た。

H30

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するなど、適正な維持管理に努める。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、神前団地（Ｄ・
Ｅ棟）の外壁改修工事を実施する。さらに、耐用年数を経過し、
老朽化の著しい西内間団地６戸を除却する。

H29

○全団地において、老朽化その他の原因による修繕を必要に
応じて実施するなど、適正な維持管理に努める。
○「さぬき市市営住宅長寿命化計画」に基づき、神前団地（Ｂ・
Ｃ棟）の外壁改修工事及び改良住宅新町団地（国道側）の耐
震補強・外壁改修工事を実施する。さらに、耐用年数を経過
し、老朽化の著しい小岩団地４戸を除却する。

計画額 63,957

当初予算額 95,305
H27

|
H30

69,883

2.2

0 19,807 28,019

決算額 37,490

当初予算額 22,057

計画額 22,057

決算額 16,624

229,383

―0 61,154 113,168 269,627

0.0

0 38,200 67,634 143,324

0 18,748 27,414 62,786

0 19,807 28,019 69,883

―

0 61,707 103,719

-当初予算額 46,478 0 21,326 50,547

15,500 0

118,351

計画額

決算額

2.1

80,538

15,500 23,300 54,300

20,866 0 19,452 40,220

当初予算額 26,770 0 20,021 34,602

13,500 0

81,393

計画額

決算額

13,500 20,500 47,500

決算額

当初予算額

計画額 12,900 57,70031,9000 12,900



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 3

H28 H29 H30単位 H27

2 計画値 4計画値
市営住宅の除却数 老朽化が進み安全性に問題がある市営住宅の除却

数
戸

計画値 5

実績値実績値 5 実績値 4 実績値

200 計画値 200 計画値 200計画値 200計画値

成
果
指
標

市営住宅の除却対象件数 安心で安全な生活を充実させるための住宅環境及び
周辺環境の整備における除却対象件数

計画値 計画値

活
動
指
標

件
計画値

修繕件数 市営住宅の主体構造部及び附属設備の修繕件数

件

26

実績値 35 実績値 31 実績値

実績値

35 計画値

実績値

33 計画値 29 計画値

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 229 実績値 206 実績値

実績値 実績値 実績値

20

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

4 点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

点

必要性低い

優先度高い

21
必要がある

点 4

⇒

実績値

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

5 点

点

点

⇒ なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

多くの団地において老朽化が進み、耐震性能も含め、管理が困難になっている中、さぬき市市
営住宅長寿命化計画に基づき、引き続き、計画的に外壁改修工事等の長寿命化型改善や統合
や建替えに向けた除却を行う。
なお、居住者の意向を確認した上での住替えの手法や、空家や除却後の空き地の管理経費の
軽減に向けた検討を進める。
また、市営住宅の本来的な性質上、低所得者が多いことから、家賃等が滞納になった場合、そ
の回収は容易ではないが、債権管理室の協力も得ながら更なる対策を講じる。

さぬき市市営住宅長寿命化計画に基づき、引き続き、計画的に外壁改修工事等の長寿命化型
改善や統合や建替えに向けた除却を行う。
民間賃貸住宅や一戸建て住宅の増加から、市営住宅の需要が減少し、空き室が増加している
状況であるため、入居者の意向を確認した上で、木造住宅等からの住み替えの検討を進め、老
朽化が進んでいる住宅を除却し、安全で安定した管理戸数とする。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4 点

なっていない

点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額 0 13,10013,1000 0

当初予算額 0 0 0 1,783

0 0

1,783

計画額

決算額

0 2,500 2,500

0.0当初予算額 0 0 0 16,368

0 0

16,368

計画額

決算額

0.4

14,278

0 1,100 1,100

0 0 0 14,278

0.0

0 0 19,732 19,732

0 0 5,454 5,454

0 0 5,942 5,942

―

0 0 22,642計画額 0

当初予算額 0
H27

|
H30

5,942

0.2

0 0 5,942

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

22,642

―0 0 24,093 24,093

H28

○ワイン加工施設屋根修繕 ・加工施設の屋根の防水シートを改
修し、建物内の雨漏りを防ぐととも
に、建物の外観風景等の回復を図っ
た。

事
業
概
要

老朽化している施設を適切に管理し、良質なさぬき市産ワイン
の生産に寄与する。また、老朽化による電気・機械設備のトラ
ブルを防止するため、計画的に機器交換を実施する。

老朽化している施設の適正管理を行
うことにより、安心、安全で良質なワ
インの製造を図る。

H27

具
体
的
取
組

○ワイン加工施設貯酒冷却器更新
○ワイン加工施設電気設備（ＰＡＳ）交換

・ワイン貯酒冷却器更新により、ワイ
ンの品質向上を図った。
・電気設備（ＰＡＳ）を修繕し、施設及
び周辺地域への安全確保を行なっ
た。

H30

○ワイン加工施設機器修繕
○ワイン加工施設トイレ修繕
○物産センタートイレ修繕

H29

○ワイン加工施設電気設備（ＬＢＳ及びトランス・コンデンサー）
交換

財源内訳
事業費計

款 30 農林水産業費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

事業費（千円）

農業農村施設費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 ワイン加工施設管理事業 担当課 農林水産課 記入日

地方債 その他 一般財源

22

基本施策 3 (3) 農林業の振興 項 05

担当職員数(人）

主要施策 ⑤ ⑤農産物のブランド化と６次産業化の推進、地産地消の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

平成29年7月10日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

農業費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

当該施設は県内唯一のワイン加工施設であり、大串自然公園の入口付近に位置する。建物は
建設以来２８年を経過しており、建物の経年劣化、また電気・機械設備等の痛みが顕著となって
きている。平成２８年度に屋根の改修工事を行い、建物外観風景を回復させ、来客者の印象
や、大串半島全体の印象が良くするとともに、安心、安全で良質なワインを生産する環境を確保
することにより、さぬきワインの品質を向上させ、消費者の満足度を高めている。老朽化による
電気・機械設備等のトラブルが起こらないように今後、適切な施設管理を実施する。

県内唯一のワイン加工施設であるが、建築以来２８年を経過しており、経年劣化、また電気・機
械設備等の痛みが顕著となってきている。平成２８年度に屋根の改修工事により、大串半島の
ロケーションに見合う建物外観風景を回復させ、来客者の印象や、大串半島全体の印象をよく
している。今後、適切な施設管理により安心・安全で品質の良いワインの生産を図る。また、商
工観光課とも連携をとり、大串半島全体としての在り方の検討が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3 点

なっていない

点 ／25点
必要がある

点 4

⇒

実績値

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

4 点

点

点

⇒ なっている

17

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

点

必要性低い

優先度高い

16

4

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 実績値 実績値

実績値 実績値 実績値

32,404 実績値 33,444 実績値

実績値

34,870 計画値

実績値

33,306 計画値 33,306 計画値

計画値計画値

成
果
指
標

ワイン売上 ワインの売上高。

計画値 計画値

活
動
指
標

千円
計画値 33,306

実績値

2 実績値 1 実績値

計画値 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 3

H28 H29 H30単位 H27

1 計画値 3計画値
ワイン加工施設修繕件数 施設の適正管理係る修理件数。

件
計画値 2

実績値実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

商工費

基本目標 Ⅰ Ⅰ活力にあふれ、いきいきと暮らせるまち

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 温泉施設管理事業 担当課 商工観光課 記入日

地方債 その他 一般財源

20

基本施策 5 (5) 観光の振興 項 05

担当職員数(人）

主要施策 ① ①魅力ある観光振興対策の推進

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

平成29年7月4日

財源内訳
事業費計

款 35 商工費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

事業費（千円）

温泉費

H28

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事・修繕を実施する。

温泉施設の安全性や利便性を考慮し
ながら修繕を行った。春日温泉、ツイ
ンパルながお、ゆ～とぴあみろくの指
定管理期間が終了し、新たに指定管
理の契約を締結した。

事
業
概
要

市内温泉施設6箇所や道の駅津田の松原を管理・運営するこ
とにより、観光施設の充実、地域住民とのふれあいによる地域
活性化を図る。
・カメリア温泉・ゆーとぴあみろく温泉・春日温泉・クアタラソ津
田・クアパーク津田・ツインパルながお

市内６ヶ所の温泉施設の運営を指定
管理者に委託し、より多くの人が快適
に利用でき、再度訪れてもらえるため
の施設管理を行う。

H27

具
体
的
取
組

市内６ヶ所の温泉施設について、利用者の安全性や利便性を
考慮し、優先順位をつけて修繕を実施した。平成２７年度か
ら、さぬき市SA公社の指定管理料を増額し、指定管理者が効
率よく営業できるように事業を進めた。

・温泉施設の安全性や利便性を考慮
しながら修繕を行った。　　・クアパー
ク津田、クアタラソさぬき津田、道の
駅の指定管理期間が終了し、新たに
指定管理の契約を締結した。

H30

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事・修繕を実施する。

H29

市内６ヶ所の温泉施設について、施設の老朽化により、不具
合が生じるものが出てきているため、利用者の安全性や利便
性を考慮し、優先順位をつけて工事・修繕を実施する。

計画額 0

当初予算額 0
H27

|
H30

66,086

0.3

0 0 66,086

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

267,144

―0 29,720 198,052 227,772

0.0

0 29,000 137,098 166,098

0 14,500 51,580 66,080

0 0 66,086 66,086

―

0 0 267,144

0.0当初予算額 0 0 14,500 86,380

0 0

100,880

計画額

決算額

0.3

100,018

0 66,086 66,086

0 0 14,500 85,518

当初予算額 0 0 15,220 45,586

0 0

60,806

計画額

決算額

0 67,486 67,486

決算額

当初予算額

計画額 0 67,48667,4860 0



指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 10

H28 H29 H30単位 H27

10 計画値 10計画値
修繕件数 温泉施設の安全性・利便性に着目し、修繕件数を指

標とする
件

計画値 10

実績値実績値 13 実績値 24 実績値

0 計画値 0 計画値 0計画値 0計画値

成
果
指
標

利用者数 温泉の利用者数を算出することで、類似施設との比較
を行うことが可能となる

計画値 計画値

活
動
指
標

人
計画値

苦情件数 温泉施設の利用者に対するサービス向上として、利
用者からの苦情件数を指標とする

件

300,000

実績値 299,471 実績値 243,081 実績値

実績値

300,000 計画値

実績値

300,000 計画値 300,000 計画値

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

3

実績値 0 実績値 0 実績値

実績値 実績値 実績値

15

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い

優先度高い

17
必要がある

点 3

⇒

実績値

計画値 計画値

3

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

3 点

点

点

⇒ なっている

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

市内６ヶ所の温泉施設について、指定管理制度を活用して、カメリア温泉は地元の株式会社門
入カメリアへ、残り５ヶ所はさぬき市ＳＡ公社へ運営を委託しています。利用者のニーズを考慮
し、集客につながる施策を実施するとともに、施設の経年劣化による修繕について優先順位を
立てながら実施しております。しかしながら、６ヶ所とも老朽化による施設の不備が多く修繕等の
費用が毎年、膨れ上がっている状況であります。また、各温泉の利用者数についても、市内の
人口減少の影響もあり、利用者が減少してきております。そのような中で、利用者の満足度調査
及び市民アンケートなどを行い、温泉施設の在り方を見直していきたいと考えております。、

温泉施設については、指定管理制度を活用し、指定管理者とともに、毎月、新しい企画を実行
し、集客増加を行っている。また、ツインパルながおにおいては、今夏よりウォータースライダー
を再開し、さらなる集客の増加をめざしている。しかしながら、すべての温泉施設が老朽化によ
り、毎年、修繕費などのランニングコストが増している。そのため、今年度は温泉施設の在り方
について、検討を行うための算定根拠の一つとして、温泉の利用者の満足度調査や市民に対
するアンケート調査の実施に向け、取り組みを進めている。今後、調査結果をもとに、温泉施設
あり方検討委員会の立ち上げも含め、検討が必要である。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
3 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 3 点

なっていない

点 ／25点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



具
体
的
取
組

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

H27

H28

H29

年度

事業名

総合計画上の位置付け

主要施策

基本施策

基本目標

担当職員数(人）

非正規
（臨時･嘱託

等）

正規
(再任用含む）

その他地方債国県支出金

――

25,000

20,100

⑤

10

Ⅱ

⑤生活環境整備事業の継続

(10) 道路等の社会基盤の整備

Ⅱ安全、安心、快適に暮らせるまち

担当課

65

05

10

01 一般会計

目

項

款

会計

総務費

地方振興費

総務管理費

生活環境整備事業

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

19,704

20,100

30,000

27,343

0

0

0

0

決算額

計画額

80,400

20,100

20,100

20,100

25,000

H30

H27
|

H30

事
業
概
要

一般財源

47,047

75,100

事業費計

47,047

75,100

80,400

20,100

20,100

財源内訳

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

19,704

20,100

30,000

27,343

20,1000

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

20,100

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

計画額

当初予算額

決算額

0

0

0

0

0

0

管財課 記入日 平成29年7月7日

0.6 0.0

0.6 0.0

事業費（千円）

事業目的 / 改善内容

市民の生活環境向上を図るための整
備工事を行う事業である。

工事箇所の施工開始時期を早め、早
期竣工を目指した。

地元要望に対して早期完成に向けた
工法検討並びに工事費削減に努め
た。

自治会からの要望により、市民の生活環境向上を図るための
生活道路・排水路等の整備工事を行う。

工事の実施設計業務の委託
整備工事を予定

工事の実施設計業務の委託
整備工事を予定

工事の実施設計業務の委託(4件)
整備工事の発注件数
　舗装工事　10件
　土木工事　 8件
　その他修繕工事　1件

○工事の実施設計業務の委託（5件）
○整備工事（23件）　（うち、舗装整備工事（16件）、安全施設
整備工事（2件）、水路整備工事（3件）、その他修繕工事（2
件））

事業内容

0



⇒

⇒

⇒

必要はない必要がある ⇒

優先度低い

なっていない

余地がある

必要性低い 必要性高い

なっている

優先度高い

／25点

4

20

3

点

点

4

5 点

4 点

4 点

3 点

／25点

指標の説明 単位
総合計画・
総合戦略指標

回

実績値

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

計画値

実績値

二次評価（所属長）一次評価（担当者）

評価点 評価点評価点合計 評価点合計

活
動
指
標

成
果
指
標

22

22

40

23

要望を受け、現地確認をした回数

実施可能であると回答した要望の内、実施した件数

計画値

計画値

実績値

H28H27指標名

要望を受け、現地確認回
数

実施件数

今
後
の
方
向
性

評
価

実績値

計画値

実績値

H29

実績値

20

10

計画値

実績値

20

計画値

実績値

計画値

実績値

20

H30

計画値

実績値

計画値

20 計画値

実績値

計画値

方
向
性

理
由

本事業は、法定外財産の整備であり、他事業での採択が困難であるものを実施し、市民の生活
環境の向上を図っていくうえでこの事業は必要である。

一次評価（担当者）

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地はない

本事業は平成１７年度より国から譲与を受けた法定外公共物を地元自治会より要望を受け、地
域住民の方々が生活するうえで安全に、また、住みよい環境を整える目的で行っている事業で
ある。
最近においては、当該事業の存在が市民に広まったこともあり、要望件数も多くなってきている
ことから、今後、他事業に属さない案件かどうか精査し本来の目的に沿って事業を実施したい。

点 4 点

5 点

二次評価（所属長）

計画値

実績値

実績値

計画値

⇒

37

19

計画値

20 点 20 点

チェック項目（１～５点で評価）

回

4 点

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

H30

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用いた輸
送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びそ
の維持管理に必要な経費である。

111,500

当初予算額

計画額 0 0

当初予算額 0 0 0 94,317H29

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行するため、受託業者所有ﾊﾞｽを用いた輸
送業務委託と、市所有ﾊﾞｽを用いた運行管理業務委託及びそ
の維持管理に必要な経費である。

計画額 0 0

94,317

決算額

0 111,500 111,500

0.2 0.0当初予算額 0 0 0 94,484H28

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行する。

保護者に対する説明会の実施等によ
り、運行経路、乗降時間の変更に対
して理解を求め、安全かつ安価な運
行経路を選択した。

計画額 0 0

94,484

決算額 0 0 0 77,243 77,243

0 108,500 108,500

108,171

0.2 0.0

0 0 154,997 154,997

決算額 0 0 0 77,754 77,754

当初予算額 0 0 0 108,171 108,171H27

具
体
的
取
組

津田小（北山・鶴羽地区）・長尾小・中（多和地区）・志度小（末
地区）・さぬき北小（小田・鴨部地区）・さぬき南中（田面地区）・
志度中（小田・鴨部地区）・さぬき南小（田面地区他）において
スクールバスを運行した。

運行ルートは、乗車場所を含め、バス
が安全に走行できる経路のなかで最
短距離のものを選択した。また、全車
両にスタッドレスタイヤを装着し、冬場
の安全運行に努めた。

計画額 0

0 0 439,671

0 0 108,171

0 111,500

439,671

― ―0 0 296,972 296,972
H27

|
H30

事
業
概
要

遠距離通学が必要になった児童生徒を対象としたスクールバ
スの運行事業である。

スクールバスを運行することにより、
遠距離通学が必要な生徒の負担を
軽減する。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ④ ④教育環境の整備・充実 目 10 事務局費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 05 教育総務費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 遠距離通学児童生徒支援事業 担当課 教育総務課 記入日 平成29年6月28日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 5

理
由

学校の統廃合により遠距離通学となった児童・生徒及び保護者の負担を軽減する手段として有
効であり、登下校時の安全確保の観点からも継続が必要である。
運行経路・乗降時間等については、今後、遠距離通学児童・生徒の数が減少していくことから、
一人あたりのコストが増加しないよう保護者、地域、学校と十分な協議をおこない、運行計画の
変更を検討していく。

遠距離通学に対する支援策としてのスクールバスの運行については、児童・生徒の負担軽減と
安全確保の観点から、今後も継続して取り組んでいく必要がある。
ただし、毎年の入学・卒業によって利用者が変動することを念頭に置きながら、効率的で経済的
な運行経路等の見直しに努めていきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 5 点
余地がある ⇒ 余地はない

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点 4 点

点 5 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点

20 点

3 点

22
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

424 計画値 450 計画値 450

実績値 442 実績値 424 実績値 実績値
成
果
指
標

利用者数 スクールバスを利用して通学する児童・生徒の数。

人
計画値 442 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

実績値

計画値 計画値

実績値 5,593 実績値 5,649 実績値

運行日数 スクールバスの年間運行便数。

便
計画値 6,653

計画値

計画値 6,320 計画値 6,300 計画値 6,300

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



当初予算額

計画額 0 0

決算額

314,000

13.1 36.0当初予算額 0 0 209,199 140,837H29

2か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,300食の
学校給食の調理、提供を行う。また、老朽化した施設設備の
計画的が整備を行う。

計画額 0 0

350,036

決算額

219,000 96,000 315,000

14.1 35.0当初予算額 0 0 247,370 132,688H28

共同調理場２か所において、年間約200日・1日約4,300食の学
校給食の調理、提供を行った。また、大川調理場ではコンベク
ションオーブン、志度調理場では食缶洗浄機等、老朽化した施
設設備を計画的に更新した。

・計画していた大型調理機等の更新
を行い、調理の効率化及び安全化を
図った。
・安全な調理体制を構築するため、調
理班をを編成し班長制度の導入を検
討した。

計画額 0 0

380,058

決算額 0 0 233,778 60,935 294,713

220,000 96,000 316,000

320,460

0.0 0.0

0 449,520 155,508 605,028

決算額 0 0 215,742 94,573 310,315

当初予算額 0 0 223,929 96,531 320,460H27

具
体
的
取
組

2か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,600食の
学校給食の調理、提供を行った。また、老朽化した施設設備を
計画的に整備するため、大川調理場においてコンベクション
オーブンの更新や空調設備の増設を、志度調理場において食
器・食缶洗浄機の一部の更新を行った。

・計画していた大型調理機等の更新
を行い、調理の効率化を図った。

計画額 0

0 880,929 384,531

0 223,929 96,531

218,000 96,000

H30

2か所の共同調理場において、年間約200日・1日約4,200食の
学校給食の調理、提供を行う。また、老朽化した施設設備の
計画的な整備を行う。

1,265,460

― ―0 680,498 370,056 1,050,554
H27

|
H30

事
業
概
要

全ての市立幼稚園、小中学校に安全でおいしい学校給食を提
供し、食育の推進を図るため、学校給食共同調理場を管理運
営する事業である。

市内の幼稚園・小学校・中学校に安
全でおいしい給食を提供し、食育の
推進を図ることを目的とする。

計画額 0

当初予算額 0

決算額 0

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ① ①「生きる力」を育む学校教育の充実 目 45 学校給食費

基本施策 22 (22) 学校教育の充実 項 35 保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち 款 50 教育費

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 学校給食事業 担当課 学校教育課 記入日 平成29年6月29日



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 ／25点 3

理
由

　建設から大川学校給食共同調理場は平成１２年４月から供用開始後１７年、志度学校給食共
同調理場は平成８年４月（平成２５年度大規模改修）から供用開始後１９年、それぞれ経過して
おり、各調理場における調理器具類や洗浄機等の不具合や故障等については、必要に応じて
修繕を行っておりますが、故障個所の増加に伴い修繕等に要する費用は増加傾向をたどってい
る。
　また、さぬき市定員適正化計画に基づき、調理員の非正規職員が増加傾向にある。
　このような現状を考慮し、施設の統廃合を含めた長期的な計画策定を検討する。

　経年劣化による施設修繕費の増大や非正規職員の増加、児童生徒の減少に伴う調理食数の
減少など様々な課題があるが、総合計画の主要施策としている「生きる力」を育む学校教育の
充実を図るため、「安全でおいしい学校給食」を提供するとともに、栄養教諭などを活用した地産
地消や食育を推進する重要な事業である。
　今後は、異物混入や食中毒を発生させないような調理体制を堅持しながら、施設の老朽化や
調理食数の減少の状況を考慮し、施設統合等を長期的に検討することとしている。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

点 4 点

点 4 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

19 点

5 点

19
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

　 計画値 計画値

実績値 　 実績値 実績値 実績値

32 計画値 32 計画値 33

実績値 31 実績値 33 実績値 実績値
成
果
指
標

地場産物使用率 学校給食に使用した食品総数に占める、県内産の食
品数の割合

％
計画値 31 計画値

活
動
指
標

　 　

　
計画値 　 計画値

計画値

計画値 4,222

実績値 4,588 実績値 4,386 実績値 実績値

実績値

1日当たりの調理食数 2か所の調理場における5月1日現在の1日当たりの調
理食数の合計数

食
計画値 4,588 計画値 4,386

実績値 201 実績値 202 実績値

給食実施日数 年間の給食実施日数（調理場の稼働日数）

日
計画値 202

計画値 4,300

203 計画値 204 計画値 202

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



決算額

当初予算額

計画額 0 46,16645,6300 536

当初予算額 0 0 578 41,411

0 0

41,989

計画額

決算額

536 45,630 46,166

0.0当初予算額 0 0 470 39,657

0 0

40,127

計画額

決算額

0.5

44,610

536 44,801 45,337

0 0 524 44,086

0.0

0 998 89,711 90,709

0 474 45,625 46,099

0 536 44,801 45,337

―

0 2,144 180,862計画額 0

当初予算額 0
H27

|
H30

45,337

0.3

0 536 44,801

決算額 0

当初予算額 0

計画額 0

決算額 0

183,006

―0 1,584 125,869 127,453

H28

・テニスコート人工芝部分張替・高圧受電設備修繕・運動広場
バックネット塗装・雨水処理施設修繕・防球ネット修繕・照明修
繕・コテージ塗装及びエアコン設置・駐車場区画線修繕・多目
的広場芝補植　等

指定管理者と連携し、適正な施設管
理を行い施設利用者の活動の場を確
保した。今後も連携を密にし長寿命化
による経費削減と状況に応じた修繕
を継続して行う。

事
業
概
要

効率的な施設運営のため、市内３箇所にある総合運動公園を
指定管理者制度を導入し、サービスの向上生涯スポーツの普
及・振興を図る。また、スポーツ活動及び憩いの場として安全
快適な施設の提供と適正な管理運営に努める。

市民の健康と体力つくりや各種イベン
ト等スポーツ活動だけでなく、地域間
交流や校外活動の場としての役割を
担う施設であり、適正な管理運営を
行うことで健康で活力のある人・街づ
くりを目的としている。

H27

具
体
的
取
組

・テニスコート照明灯塗装・テニスコート人工芝部分張替・芝生
広場トイレ改修工事・汚水処理施設修繕・野球場バックスク
リーン塗装・コテージ塗装及びエアコン設置・パターゴルフ塗
装・防球ネット修繕・駐車場区画線修繕　等

適正な施設管理により施設利用者の
活動の場を確保した。長寿命化によ
る修繕経費削減などを検討する必要
がある。

H30

指定管理者と連携して施設利用者が安全・快適に利用できる
よう整備を行い、市民に交流と憩いの場の提供と健康で活力
のある街づくりに努める。

H29

【予定】・テニスコート人工芝部分張替・伐採及び剪定・防球
ネット修繕・照明修繕・貯水槽清掃・コテージ塗装及びエアコン
設置・消防設備修繕・スポーツトラクタ購入　等

財源内訳
事業費計

款 50 教育費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金

目

事業費（千円）

総合運動公園管理費

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 総合運動公園管理事業 担当課 生涯学習課 記入日

地方債 その他 一般財源

42

基本施策 24 (24) 生涯学習・スポーツの推進 項 35

担当職員数(人）

主要施策 ③ ③生涯学習施設の適切な整備と管理運営

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

平成29年7月10日

総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

保健体育費

基本目標 Ⅳ Ⅳ学ぶ意欲と豊かな心を育むまち



今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

理
由

　スポーツ基本法において、スポーツは心身の健全な発達、健康及び体力の保持増進、精神的
な充足感の獲得、自立心その他の精神の涵養等のために個人または集団で行われる運動競
技その他の身体活動であり、国民が生涯にわたり心身ともに健康で文化的な生活を営む上で
不可欠なものとされている。また、同法第１２条には国民が身近にスポーツに親しむことが出来
るスポーツ施設の整備等に努めなければならないとされており、今後も市民スポーツの活動と
憩いの場所を確保し、指定管理者と連携して生涯スポーツの普及と振興に努めることが重要で
あると考えている。しかしながら、人口減少や施設の老朽化が進む中、施設維持に係る管理経
費や施設利用の在り方など課題が生じていることから、長期的な視点で計画的な更新や統廃
合・長寿命化等を行い、財政負担の軽減や公共施設の最適な配置の検討が必要であると感じ
ている。

　指定管理者と一体となって、利用者が安全・快適に利用できるよう施設設備の修繕を行う。な
お、危険な遊具等を撤去し、安心で安全な施設の提供を図る。また、住民に交流と憩いの場を
提供し、健康で活力ある街づくりに努める。
　しかしながら、人口減少や施設の老朽化が進む中、施設維持に係る管理経費や施設利用の
在り方など課題が生じていることから、長期的な視点で計画的な更新や統廃合・長寿命化等を
行い、財政負担の軽減や公共施設の最適な配置の検討が必要であると感じている。

⇒ 必要はない
５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか

１ → ２ → ３ → ４ → ５
4 点

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

／25点

点 4 点

なっていない

点 ／25点
必要がある

点 4

⇒

実績値

0 計画値 0 計画値 0

4

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

点

4 点

点

点

⇒ なっている

19

⇒ 必要性高い

３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか

3 点
優先度低い

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

余地がある ⇒

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

4 点

点

必要性低い

優先度高い

19

3

余地はない

１ → ２ → ３ → ４ → ５

4

実績値 67 実績値 74 実績値

実績値 0 実績値 0 実績値

121,161 実績値 113,990 実績値

実績値

130,000 計画値

実績値

130,000 計画値 130,000 計画値

67計画値 67計画値

成
果
指
標

施設利用者数 施設利用者数

回
計画値 0 計画値

活
動
指
標

公園利用者の事故発生数 公園利用者の事故発生数

人
計画値

運動広場の清掃活動回数 施設管理のための除草や清掃等の活動回数

回

130,000

実績値

13 実績値 13 実績値

67 計画値 67 計画値

指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標

計画値 13

H28 H29 H30単位 H27

13 計画値 13計画値
総合運動公園施設の日常
点検回数

指定管理者による遊具の点検を含む施設の日常点検
回数

回
計画値 13

実績値実績値

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 



総合計画上の位置付け 会計 01 一般会計

総合計画実施計画及び事務事業評価調書

事業名 電算システム維持管理事務事業 担当課 総務課 記入日 平成29年7月5日

基本施策 35 (35) 行政改革の推進 項 05 総務管理費

基本目標 Ⅵ Ⅵ市民協働による、持続可能な自主自律のまち 款 10 総務費

正規
(再任用含む）

非正規
（臨時･嘱託

等）国県支出金 地方債 その他 一般財源

年度 事業内容 事業目的 / 改善内容

事業費（千円） 担当職員数(人）

財源内訳
事業費計

主要施策 ⑤ ⑤全庁的取組による電算システムの効率化 目 35 電子計算費

784,317

― ―0 3,991 851,567 882,608
H27

|
H30

事
業
概
要

電算システムのシステム及び機器の導入と運営を行う事業で
あり、主に全庁的に運用する情報（事務）系システムと、住民
情報・税業務を担う基幹業務系システムの2つを所管する。国
等の制度改正に対応しながら、機能性とコスト面を含めた効率
性に配慮した適切な機器の調達及びシステム改修と運営を実
施する。

行政運営上欠かすことのできない電
算システムの導入・運用に関して、利
便性を含めた機能性とコスト面を含
めた効率性の両立による最適化を
図っていくことを目的とする。

計画額 30,608

当初予算額 27,050

決算額 61,385

H27

具
体
的
取
組

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティ関係の啓発などのほか、特徴的内容とし
て、マイナンバー制度に対応したシステム改修を行った。

マイナンバー制度に対応した適切な
システム改修や効果的・効率的な
ネットワークの再構築等を進める一
方、サイバー攻撃等による情報漏え
い事故が発生しないよう、適宜情報
提供や注意喚起を行った。

計画額 20,608

0 5,578 748,131

0 1,289 186,065

1,500 181,350

H30

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティポリシーの策定、職員に対する電算シス
テム利用に関する研修、啓発などを実施する。

207,962

1.2 0.0

0 2,698 363,815 427,898

決算額 43,578 0 1,351 197,225 242,154

当初予算額 20,608 0 1,289 186,065 207,962

1.3 0.0当初予算額 6,442 0 1,351 205,237H28

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達支援。機器等の調達、廃棄及び保守等
の維持管理と電算関係消耗品の調達。情報セキュリティポリ
シーの策定、職員に対するシステム利用に関する研修、啓発
等。また、マイナンバー制度対応システム改修と自治体情報シ
ステム強靭化モデル事業を実施する。

マイナンバー制度に係る情報連携に
向け統合運用テストを実施した。又、
新たな情報セキュリティ強化対策とし
て「自治体情報システム強靭性向上
モデル」構築と「自治体情報セキュリ
ティクラウド」への接続を行った。

計画額 10,000 0

213,030

決算額 17,807 0 1,347 166,590 185,744

1,289 190,500 201,789

当初予算額 0 0 1,351 460,265H29

電算システムの調達、更新、改修及び保守を含めた維持管
理。電算システム調達に関する庁内への支援。機器等の調
達、廃棄及び保守を含めた維持管理と電算関係消耗品の調
達。情報セキュリティポリシーの策定、職員に対する電算シス
テム利用に関する研修、啓発など。特徴的内容として、基幹業
務システムの更新を予定している。

前年度後半に着手した「情報システ
ム最適化計画」の策定と並行して、基
幹（住民情報・税業務）システムの更
新により、事業継続性、効率性の高
い情報システムの調達・運用を実践
する。

計画額 0 0

461,616

決算額

1,500 190,216 191,716

当初予算額

計画額 0 0

決算額

182,850



20 計画値 20 計画値 20

H28 H29 H30指標名 指標の説明
総合計画・
総合戦略指標 単位 H27

実績値

計画値 計画値

実績値 15 実績値 38 実績値

システム保守点検報告書
の受領・確認回数

電算システムを適切に運用するためには、定期及び
必要に応じた保守点検が必要であることから、月次・
随時の保守点検報告書の受領に基づく確認回数を指
標とする

回
計画値 20

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

成
果
指
標

事業コスト 市民一人当たりのコスト（当該年度事業費／市人口）

千円
計画値 4.06 計画値

活
動
指
標

計画値 計画値

計画値

4.20 計画値 9.24 計画値 4.79

実績値 4.74 実績値 3.66 実績値 実績値

計画値 計画値

実績値 実績値 実績値 実績値

二次評価（所属長）

評価点 評価点合計 評価点 評価点合計

１．総合計画の基本目標達成のために必要な事業ですか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点

23 点

5 点

18
３．事業の優先度は高いと思いますか（既に一定の目標が達成されていれば優先度は低くなる）

１ → ２ → ３ → ４ → ５
5

点

必要性低い ⇒ 必要性高い

２．市民満足の向上が期待できる取組内容となっていますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

3 点 3 点

点 3 点
優先度低い ⇒ 優先度高い

なっていない ⇒ なっている

４．他の事業との統合や事務手続を簡素化によって事業効率を高める余地はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 3 点
余地がある ⇒ 余地はない

今
後
の
方
向
性

一次評価（担当者） 二次評価（所属長）

方
向
性

５．施策効果を高めるために実施主体の変更（民間委託等）を検討する必要はありますか
１ → ２ → ３ → ４ → ５

5 点 ／25点 4

理
由

平成28年度に整備した「自治体情報システム強靭性向上モデル」とマイナンバー制度対応のた
めのシステム改修を実施したことにより、当該事務事業が本市の情報システムに及ぼす影響範
囲は拡大し、同時に経費も増加する結果となった。
しかしながら、今後発生することが予想される大規模地震に罹災した際に、情報システムと保有
する情報資産が安全に保護される必要性から、外部のデータセンターでのサーバ運用（ハウジ
ング或いはクラウドサービス）を推進することが求められる。
事実、熊本・大分地方で発生した震災においても、クラウドサービスを採用していた自治体で
は、被災後、他の自治体と比較して早い段階で行政事務（罹災証明発行等の窓口業務）を開始
することが出来た事例もあることから、事業継続性に配慮した情報システムの構築・運用が求め
られるところである。
現在策定中である「さぬき市情報システム最適化計画」の中でも、費用対効果はもちろんのこ
と、事業継続性についても重要性を明確にしていきたいと考える。

　現在の本市の電算業務は、まず基幹業務である税・住基システムに関しては、データセンター
へのサーバーのハウジングを実施しており、福祉システムを合わせて業務のアウトソーシングを
実施するなど、時代の先端をいくシステム運営が実現できている分野もある。
　ただ、問題点として、これまでにおいては、コスト適正化のための取組が不十分であったこと、
ほぼ一人で電算業務を行っているため、全庁的なシステム最適化への取組が行えていなかっ
たことがある。
　このため、平成２８年度後半から、専門事業者の支援を受けながら、情報システム最適化計画
等策定事業に取り組んでおり、有効性・効率性・安全性等に優れたシステムの調達を全庁的に
行っていこうと努めている。すぐに取組の成果を挙げることは難しいが、職員体制の充実を図
り、一般職員の理解も得ながら、コストパフォーマンスの高いシステム調達・運営の実現を目指
していきたい。

点 ／25点
必要がある ⇒ 必要はない

評
価

チェック項目（１～５点で評価）
一次評価（担当者）

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 拡充 現状維持 要改善 抜本的見直し 統合・廃止 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 

総合計画 

総合戦略 


